
平成28年10月 6 日

　 　 各部課等の長 　 殿

総 　 務 　 部 　 長 　 　

平成29年度予算編成方針につい て

1. 経済情勢等

 内閣府が 9 月 8 日に発表 し た 2016年 4 ～ 6 月期の実質国内総生産 （ Ｇ Ｄ Ｐ ） の 2 次

速報値は ， 設備投資や民間在庫投資の上振れが寄与 し ， 前期比プ ラ ス 0.2 ％ ， 年率換

算ではプ ラ ス 0.7 ％ と 上方修正 さ れた。

 ま た ， 26日に召集 さ れた第 192 臨時国会の安倍首相の所信表明演説では ， 働 き 方改

革や子育て支援 ， 「未来への投資」 を 経済成長の原動力 と し ， デ フ レ 脱却 を 目指す こ

と ， 事業規模28兆円超の経済対策な ど あ ら ゆ る 政策 を 総動員 し ， 経済最優先の政権運

営 を 継続す る 方針 を 示 し た。

2. 国政の動向等

 国におい ては ， 7 月24日に 「2017年度予算の概算要求に当た っ て の基本的な方針に

つい て」 いわ ゆ る 「概算要求基準」 が閣議了解 さ れ ， 平成29年度予算は ， 「経済 ・ 財

政再生計画」 の枠組みの下 ， 手 を 緩め る こ と な く 本格的な歳出改革に取 り 組む こ と ，

歳出全般にわ た り ， こ れ ま での歳出改革の取組 を 強化 し ， 予算の中身 を 大胆に重点化

す る こ と を 示 し た。

 年金 ・ 医療につい ては ， 高齢化に伴 う 増加額 6,400 億円 を 加算 し た範囲内で ， 義務

的経費につい て は ， 前年度当初予算の範囲内で要求 ， そ の他の経費につい て は ， 前年

度予算額の 100 分の90の範囲内で要求す る よ う 求め て い る。

 ま た 「新 し い日本の た めの優先課題推進枠」 では ， 予算の重点化 を 進め る た め ，

「 １ 億総活躍プ ラ ン」 「経済財政運営 と 改革の基本方針 2016」 等の諸課題に対応す る

た め要望基礎額に 100 分の30 を 乗 じ た額の範囲内で要望で き る 仕組み と し ， 地方交付

税交付金等につい て は ， 「経済財政再生計画」 と の整合性に留意す る こ と と し て い る 。

 し か し ， 要求の総額に上限 を 設定 し な い概算要求の た め ， 9 月 6 日に公表 さ れた各

省庁か ら の概算要求の一般会計総額は 101 兆 4,707 億円 と な り ， 3 年連続 100 兆円超

と な っ た。 基礎的財政収支の赤字額の半減な ど ， 財政健全化 を達成で き る のか ，難し
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い局面を迎えて い る。

3. 本市の財政状況等

　 平成27年度の決算は ， 経常収支 ・ 実質収支 と もにすべて の会計で黒字 と な っ てお り 、

財政調整基金に 2 億円の積立を行っ た う えで、 昨年度 よ り 2 億円黒字を 増や し ，収支

は引き 続 き 改善し て い る。 歳入は ，消費増税分の平年化に よ る 地方消費税交付金の大

幅増等に よ り ，過去10年間で最大規模 と な り ， 歳出では ， 子 ど も ・ 子育て支援制度へ

の移行に よ り 民生費が増加 し て い る。 公債費は ， 高額の起債の償還終了等に よ り昨年

に続 き減 と な っ た。 「龍ケ崎市財政運営に関す る 基本指針等に関す る条例」 で示す各

指標も、 経常収支比率が昨年 よ り 0.3 ポイ ン ト改善し ， 90.1 ％ ，積立金残高比率が

1.9 ポイ ン ト改善し 42.5％ ， 実質債務残高比率が 10.2ポイ ン ト改善し 209.0 ％ と おお

むね良好で あ る が ，県内市平均には届い てお らず ， 財政健全化の取組 を 継続 し て い く

必要が あ る。

　 平成28年度の財政見通し で あ る が ， 臨時財政対策債を含む実質的な普通交付税総額

は前年 よ り 2 億 6 千万円余 り減 と な り ，景気の回復もい まだ実感に乏し く ，市税収入

の大 き な伸びも期待で き な い。

　 歳出面では ， 公債費や都市再生機構立替償還金な ど が依然 と し て高水準で推移す る

中 ，人件費の高騰に よ る委託料な ど の物件費の増 ，社会保障関係費の伸びも見込ま れ

る。 ま た ， 医療給付費等も年々増加 し て い る こ と か ら ， 国民健康保険特別会計な ど へ

の繰出金も増加傾向に あ る。

　 さ ら に ， 公共施設の更新につい ては ，保全計画 を作成 し 中期事業計画に計画的に計

上す る 予定で あ る が ，緊急性の あ る 改修工事は今年度前倒し で行 う こ と を検討し てお

り ， 投資的経費の増加も予想さ れ る。

4. 平成29年度の予算編成の進め方

　 平成29年度の予算編成は ， 「龍ケ崎市財政運営の基本指針等に関す る条例」 及び同

施行規則に十分留意す る と と もに ， 平成28年10月 4 日付け 「平成29年度予算編成にお

け る 基本的な考え方」 及び前述の財政状況等 を踏まえ ， 次の事項に留意 し て編成す る

もの と す る。

　 なお ， 事務の詳細につい て は ， 財政課長通知に よ る。

(1) 平成29年度は ， 第 2 次ふる さ と龍ケ崎戦略プ ラ ン （ 以下 ，戦略プ ラ ン ） の初年度で

あ り ， プ ラ ン に掲げた目標 と戦略に沿っ た施策 を展開す る た めの取組 を 実行す る た
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めの予算要求 と す る こ と 。

(2) 義務的経費 ・ 経常的経費につい て は ， 基本的な住民サービ ス の水準は維持で き る よ

う ， 費用対効果を把握し ， 事業内容や事業主体等の適否を検証し ，適正な予算要求

と す る こ と 。 「自然増」 「当然増」 を過大に見込まず ，今年度 を 上回る場合には ，

合理的な説明がで き る よ う にす る こ と 。

(3) 政策的経費 ・ 投資的経費につい て は ， 「中期事業計画」 （ 「戦略プ ラ ン登載事業」

「イ ン フ ラ 整備等」 「施設更新」 「情報システム」 分 ） における一次査定 を 経た も

の （ 以下 ， 概算要望等承認事業 ） に財源を 優先配分す る もの と し ， その他の事業に

つい て は ， ゼロベース と す る。

　 　 　 概算要望等承認事業で あ っ て も ， 事業の目的 ・ 効果 ， 財源措置な ど を 改め て検証

し ，真に必要な事業 を厳選す る もの と す る。

(4) 新規の ソ フ ト 事業は ， 概算要望等承認事業のほか ，法律等に よ り 義務付け ら れた も

の ， 国県等に よ り 財源が担保さ れ る もの と し ，単独事業に あ っ ては ，既存事業の改

廃等に よ り ， 所要一般財源等につい て の確保が見込ま れ る ものに限 る。

以上 を踏まえ ，真に必要な事業に効果的に予算配分 を行い ，将来の財政需要に対応 し た

「財政力の強化」 を 推進す る もの と す る。

5. 平成29年度の予算編成の留意事項

　 (1) 条例に よ る 財政運営影響額の試算等の義務付け （ 条例第19条 ）

　龍ケ崎市では平成24年 9 月に 「財政運営の基本指針等に関す る条例」 を制定 し ，

財政の健全化に取 り 組んでお り ， 総事業費が公共施設 （ 庁舎 ，学校 ，図書館 ， コ

ミ ュニテ ィ セン ター ，体育館な ど の建築物 ） で 1 億円以上 ，社会基盤施設 （ 道路 ，

河川 ，橋 り ょ う ， 下水道 ， 公園な ど ） で 2 億円以上の新設 ，更新 ， 大規模改造等 を

し よ う と す る場合は ， 財政運営影響額の試算結果 （ 向 こ う 30年間 ） 及び当該事業に

よ る社会的便益等の予測の公表 を 義務付けて い る。

　 (2) 公共施設の管理の最適化 （ 条例第 9 条 ）

　 公共施設に よ っ て提供す る機能につい て ，社会経済情勢の変化及び財政状況等に

適合 し た必要性の高い機能を確保す る た め ， 公共施設の使途及び利用環境の改善 ，

運営の効率化並びに統廃合等の推進 を 義務付けてお り ， 公共施設再編成の基本方針

に留意 し ， 長期的見通し の も と ，施設の適正管理に必要な予算 を 要求す る こ と 。

　 ま た ，利用実態を踏まえた利用環境の改善 ，管理運営の効率化 ，管理業務に留 ま
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ら な い新た な活用策 ， 高度利用に よ る施設の資産価値 を 高め る 事業展開を検討す る

こ と 。

　 (3) 負担の公平性 と自主財源の確保等

　自主財源の根幹で あ る市税徴収 （ 収納 ） 率の向上は ， 財源確保 と負担の公平性の

両面か ら 重要で あ る こ と は言 う ま で もな い。 ま た ， 公共サービ ス の財源は ，市税な

ど に よ り広 く負担さ れ る こ と が大原則で あ り ，担税力の あ る者が納税せず ， 公共

サービ ス を享受す る こ と は ， 公平性 を著し く損な う もので あ り ， 目的税で あ る 国民

健康保険税及び同様の性格で あ る介護保険料な ど ではそ の傾向が さ ら に強い もの と

な る。 こ れ ら を踏まえ ， 全庁を挙げて適正課税 ・ 徴収率向上に取 り 組むもの と す る 。

　 ま た ，使用料等は ， そ の利用者 と非利用者 と の負担の公平性につい て は ，利用者

の応分の負担に よ っ て初め て非利用者 と の負担の公平性が確保さ れ る と い う視点か

ら ，受益者負担の適正化につい て も精査す る こ と 。

　 (4) その他の留意事項

　 業務のアウ ト ソーシング等に あ っ て は ， 仕様書 ・ 設計書の創意工夫を は じ め ， 発

注 ・ 入札方式の見直し な ど多角的な検討を 進め る こ と 。

　 ま た ，特別会計や外郭団体等の経営支援的な補助金に あ っ て は ，自主独立を旨 と

す る 経営力強化の取組 を促進す る な ど ， 歳出削減に よ る自主財源の確保に も引き 続

き 取 り 組むもの と す る。

　 さ ら に ， 当市が関連す る一部事務組合及び外郭団体につい て も ， 本通知の趣旨の

徹底を図る もの と す る。

　 国や県の制度改正や動向に十分留意す る こ と と し ，常に最新の情報 を収集す る こ

と 。

6. おわ り に

　以上が予算編成の基本方針及び留意事項で あ る が ， 実際の事業につい て市民のニー

ズを把握し ， 内容に精通し て い る のは予算 を 要求す る 事業課で あ る。 予算要求に あ

た っ ては ，市民の た めに事業 を効果的に進め る た め最善 と思われ る 額 を 計上 さ れた い。
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